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1 章 序論 
 
1-1 研究背景 
 
 日本の社会インフラは高度成長期に集中的に整備され，耐用年数を迎えつつある．特に，
1964 年の東京オリンピック開催のために大量に建設された，道路や橋梁の RC 床版の劣化
が進んでおり，今後急速に老朽化することが懸念されている．この対策として，劣化した既
設床版の上に増厚床版を敷設することで，既設床版の劣化の進行を止める上面増厚工法が
多く用いられてきた．しかし，近年，輪荷重等による増厚床版の経年劣化により，Fig. 1-1 の
メカニズムで既設床版と増厚床版の間に Fig. 1-2のような水平ひび割れが起きることで透水
層ができ，既設床版が再劣化する事象が顕在化し，大きな問題となっている 1)．一般に，増
厚床版下面にひび割れができると弾性波が通りにくいことが知られており，弾性波で非破
壊的に検査することは技術的に難しいことが予想される． 
一方，これまで我々はコンクリート中の鉄筋を励磁コイルにより正弦加振し，その鉄筋の
振動変位をドップラレーダの原理により非破壊的に定量計測する加振レーダ法を提案して
 
Fig. 1-1 水平ひび割れ発生メカニズム 
 
Fig. 1-2 水平ひび割れを起こした床版 
既設床版 既設床版
増厚床版
既設床版
増厚床版
補修 再劣化
劣化状態
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きた 2)．Fig. 1-3 に示すように，コンクリート中に水平ひび割れが発生すると，コンクリー
トによる鉄筋の拘束力が減少すると考えられ，その鉄筋振動変位は健全な鉄筋コンクリー
トに比べて変化することが予想できる． 
 
1-2 研究目的 
 
そこで本研究は，劣化した RC 床版の水平ひび割れ検知をめざし，加振レーダ法の水平ひ
び割れ探査への適用性について，ひび割れを模した RC 供試体を用いて基礎的な検討を行っ
た結果について述べる． 
 まず，第 2 章では，励磁コイルを用いた加振レーダ計測により水平ひび割れを起こした
コンクリート供試体内部の鉄筋を振動させ，その受信波形から振動変位を算出する原理に
ついて述べる． 
第 3 章では，加振レーダシステムの原理について詳述し，第 4 章において従来よりも深い
位置にある水平ひび割れへの適用において問題となるコイル加振力を増加させるために，
有限要素法磁界シミュレーションソフトを用いてコイル形状の最適化を行った結果につい
て述べる． 
第 5 章では，試作したコイルを用いて，実験的に加振力や振動変位を計測した結果につ
いて述べ，第 6 章において健全な供試体と水平ひび割れを模擬した供試体に対して，本手
法を適用し，その振動変位を比較することで，定量的な水平ひび割れ検知の可能性を検討
する． 
 
 
 
 
 
Fig. 1-3 加振レーダ法の水平ひび割れへの適用 
 
 
大
鉄筋
励磁コイル
コンクリート
鉄筋
コンクリート
水平ひび割れ電磁波
変位計測
励磁コイルアンテナ
交番磁界
鉄筋振動
小
健全 ひび割れ有り
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2 章 加振レーダ法の基本原理 
 
本章では，加振レーダ法の基本的な原理について述べる． 
 
2-1 原理 
  
 本頁では，加振レーダ法の基本的な原理について述べる． 
 Fig. 2-1 に加振レーダ法におけるドップラ変位計測の概念図を示す． 
 
 
Fig. 2-1 加振レーダ法の概念図 
 
原点にあるアンテナから計測対象である反射体に向けて単一周波数 𝑓 の電波を照射し、
距離 𝑙 離れた反射体から反射波を受信する。この定式化では簡単のためセンシング波は単一
周波数とし、同時に計測対象を単一周波数で加振させる。このとき、センシング波の受信波
はドップラ効果を受け、位相が変動する。この信号をドップラ成分と呼ぶ。ここでは、セン
シング波を周波数掃引しながらドップラ成分を計測し、周波数で逆フーリエ変換すると、計
測対象の深さ方向の位置情報が得られることを示す。 
加振により (𝑥𝑚, 𝑧𝑚) にある反射体が振動するとき、反射体の z 方向変位 𝑢𝑧(𝑡) は一般に
(2-1)式のように表される。 
 
   𝑢𝑧(𝑡) = 𝛿sin(2𝜋𝑓𝑣𝑡)                        (2 − 1) 
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ここで、 δ は振動振幅、 𝑓𝑣 は加振周波数を示している。さらに、アンテナから計測対象ま
でのパス L は、𝑢𝑧/𝑧𝑚 ≪ 1とすると(2-2)式で近似でき、時間とともに変動する。 
 
   𝐿(𝑡) = 𝑧𝑚√1− 2
𝑢𝑧(𝑡, 𝑥0)
𝑧𝑚
+ (
𝑥𝑠 − 𝑥𝑚
𝑧𝑚
)
2
 
     ≅ 𝑙 − 𝑢𝑧(𝑡)                          (2 − 2) 
 
ここで、𝑙 は(2-3)式で表されるアンテナと計測対象の位置のみに依存する以下の項であ
る。 
 
   𝑙 = 𝑧𝑚 +
(𝑥𝑠 − 𝑥𝑚)
2
2𝑧𝑚
                        (2 − 3) 
 
これにより、受信点でのセンシング波の受信信号 ?̇?(𝑓, 𝑡) は、計測対象の反射係数 ?̇? を用
いて(2-4)式のように表される。 
 
?̇?(𝑓, 𝑡) = ?̇?e−𝑗𝑘𝑠2𝐿(𝑡) 
 
      = ?̇?e−𝑗2𝑘𝑠{𝑙−𝛿sin(2𝜋𝑓𝑣𝑡)}                    (2 − 4)  
 
?̇?(𝑓, 𝑡) は位相変調された波であり、𝐽𝑛(𝑟) を n次のベッセル関数とすると、一般にベッセ
ル関数を係数にもつ正弦波の級数和で以下のように表すことができる。 
 
   e𝑗𝑟sin𝜃 = ∑ 𝐽𝑛(𝑟)e
𝑗𝑛𝜃
∞
𝑛=−∞
                      (2 − 5) 
 
これにより、?̇?(𝑓, 𝑡) は(2-6)式のように展開される。 
 
   ?̇?(𝑓, 𝑡) = ?̇?e−𝑗𝑘𝑠𝑙∑ 𝐽𝑛(2𝑘𝑠𝛿)
∞
𝑛=−∞
e𝑗{2𝜋(𝑓−𝑛𝑓𝑣)𝑡}              (2 − 6) 
 
受信信号 ?̇?(𝑓, 𝑡) は加振周波数 𝑓𝑣 の n倍の周波数遷移を受け、それらの重ね合わせで表
されていることが分かる。すなわち、このスペクトルはドップラ周波数の整数倍の線スペ
クトル列となっている。一方、ベッセル関数の係数の関係から𝑘𝑠𝛿 ≪ 1のとき、(2-7)式の
近似が成立する。 
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   𝐽0(2𝑘𝑠𝛿) ≅ 1 , 𝒥|𝑛|>1(2𝑘𝑠𝛿) ≪ 𝒥1(2𝑘𝑠𝛿) = 𝑘𝑠𝛿           (2 − 7) 
 
したがって、0次、1次の項を用いて ?̇?(𝑓, 𝑡) を書き直すと(2-8)式が得られる。 
 
   ?̇?(𝑓, 𝑡) = ?̇?e−2𝑗𝑘𝑠𝑙 × {1 + 𝑘𝑠𝛿e
−𝑗2𝜋𝑓𝑣𝑡 − 𝑘𝑠𝛿e
𝑗2𝜋𝑓𝑣𝑡}            (2 − 8) 
 
つまり、計測対象を単一周波数 𝑓
𝑣
 で振動させると電波の波長に対して、振動変位が十分
に小さければ反射波は周波数 𝑓 の無変調成分と周波数 𝑓 ± 𝑓
𝑣
 の 1 次ドップラ成分の 2 種類
の波に分離するものとみなせる。このとき、無変調成分、ドップラ成分を直交検波して得ら
れる?̇?
0
(𝑓)、?̇?
±
(𝑓)はそれぞれ近似的に式(2-9)、(2-10)のように表される。 
 
?̇?
0
(𝑓) ≅ ?̇?e
𝑗2𝜋𝑓2𝑙
𝑣                                                       (2 − 9) 
 
?̇?
±
(𝑓) ≅ ±2𝜋𝑓𝛿?̇?
0
(𝑓) ∕ 𝑣                                           (2 − 10) 
 
ここで?̇?、𝑗、 𝑣 はそれぞれ、反射体の複素反射係数、虚数単位、電磁波のコンクリート中で
の伝搬速度である。一般に上式は空間分解能を有していないが、電磁波の周波数 𝑓 を下限周
波数 𝑓
𝐿
 から上限周波数 𝑓
𝐻
 まで掃引しながら、その伝達関数を計測し、逆フーリエ変換すれ
ばレーダ応答 𝑔
0
̇ (𝑡) 、 𝑔
+
̇ (𝑡) がそれぞれ以下で与えられる。 
 
?̇?
0
(𝑡) = ?̇?sinc {𝜋 (𝑓
𝐻
− 𝑓
𝐿
)(𝑡 −
2𝑙
𝑣
)}                       (2 − 11) 
 
?̇?
+
(𝑡) =
𝛿
𝑗𝑣
𝑑
𝑑𝑡
?̇?
0
(2𝑙/𝑣)                                                   (2 − 12) 
 
ここで、sinc(𝑥) = sin(𝑥) /𝑥 となる関数であるため、無変調成分𝑔
0
̇ (𝑡)は反射体までの往復時
間 𝑡 = 2𝑙/𝑣 においてピークを有する波形であり、通常のレーダ反射応答と等価な時間波形
である。一方、正のドップラ波形は 𝑔
0
̇ (𝑡) の微分波形と同一形状となり、その振幅は振動変
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位 δ に比例する。したがって、距離 𝑙 にある反射体の振動変位 δ(𝑙) は無変調成分の微分波形
とドップラ成分波形の反射波到達時刻の振幅比として式(2-13)で与えられる。 
 
𝛿(𝑙) = 𝑣 |?̇?
+
(2𝑙/𝑣)/
𝑑
𝑑𝑡
?̇?
0
(2𝑙/𝑣)|                             (2 − 13) 
 
したがって、両成分の反射波が明瞭に分離していれば、レーダによる高い空間分解能で任意
の距離にある反射体の振動振幅を推定することができる。 
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3 章 計測システム及び装置概要 
 
 本章では，加振レーダ計測のための計測システムについて述べる． 
 
3-1 計測システム概要 
 
 単一周波数のセンシング波の受信波形 ?̇?(𝑓，𝑡) からレーダ応答（すなわちインパルス応答）
を得るには，周波数 𝑓 を広帯域に掃引して，その伝達関数を計測し，逆フーリエ変換をすれ
ばよい．ネットワークアナライザは送信信号と同一周波数の直交する 2 つの参照信号と受
信信号とを掛け合わせ，その低周波成分を取り出す（直行検波）ことで各周波数の複素伝達
関数を計測できる．低周波成分を取り出す際にはローパスフィルタが用いられるが，その帯
域幅を IF（Intermediate Frequency）帯域幅と呼び，IF 帯域幅を狭くすればするほど SN 比の
高い計測が可能であるが，帯域幅に逆比例して計測時間がかかるという特徴を有する一方，
本計測では 𝑓𝑣  のドップラ周波数遷移を起こした成分の複素伝達関数を計測することが目的
である．そのためには，送信信号が 𝑓  のとき，参照波を𝑓 − 𝑓𝑣  とする必要があるが，ネット
ワークアナライザ内部の参照周波数と送信周波数は同一であり，基本的にはドップラ成分
のみの計測は困難である． 
 そこで，送信信号にネットワークアナライザの外部で加振周波数を加え，𝑓 − 𝑓𝑣   に変調し
て送信アンテナから送信後，ドップラ効果によって周波数が  𝑓𝑣   だけ低下した周波数𝑓の成
分を受信することにより，ネットワークアナライザを用いてドップラ計測を可能とした．ま
た，この際，IF 帯域幅は加振周波数より十分小さくしておく必要がある𝑒?̇?(𝑓 − 𝑓𝑣，𝑡) を周
波数𝑓で直交検波して得られる複素振幅?̇?(𝑓)は以下のように得られる． 
 
?̇?(𝑓) ≅ 𝑘𝑠𝛿?̇?𝑒
−𝑗2𝜋(𝑓−𝑓𝑣)2𝑙/𝑣                                     (3 − 1)  
 
尚，この信号を周波数 𝑓𝐿 から 𝑓𝐻 まで掃引して得られる伝達関数を逆フーリエ変換すれば，
𝑡 = 2𝑙/𝑣 においてピークを有するインパルス応答が得られる． 
 
?̇?𝐷(𝑡) ≅
1
𝑓𝐻−𝑓𝐿
∫ ?̇?𝑑(𝑓)
𝑓𝐻
𝑓𝐿
𝑒𝑗2𝜋𝑓𝑡𝑑𝑓                                       （3 − 2）   
≅ 𝑘𝑠𝛿?̇? sin 𝑐 {𝜋𝑓𝑤 (𝑡 −
2𝑙
𝑣
)}                                                (3 − 3)  
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3-2 ブロックダイアグラム 
 
 加振レーダ計測を行うためのネットワークアナライザを用いた加振レーダシステムのブ
ロックダイアグラムを Fig. 3-1 に示す．また，本システムによるセンシング波の変調の流れ
について以下に示す． 
 
 
Fig. 3-1 計測システムのブロックダイアグラム 
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 センシング波の変調は以下のような流れとなる 
１． ネットワークアナライザの出力端子(OUT)から周波数 𝑓 で信号が送信されるこのとき，
送信周波数は単一のものではなく中心周波数からあるスパンで周波数を変更しながら
送信される． 
２． 位相分配器で信号の位相を 0°と 90°に分配され，変調用発振器によって出力された周
波数𝑓𝑣で位相差が 90°の信号がミキサで掛け合わされ，混合器で足しあわされることで
ネットワークアナライザの周波数𝑓𝑛より加振周波数𝑓𝑣だけ変調された信号となる． 
３． 変調された信号は送信側のアンテナよりセンシング波として出力され，励磁コイルに
よって周波数𝑓𝑣で加振された計測対象によって反射し，ドップラ効果を受けて受信側の
アンテナで受信される励磁コイルによって磁性体を加振する場合，励磁コイルに印加
される電圧の周波数の 2 倍の周期で振動をするため，実際に加振をするときは加振用
発振器の周波数は𝑓𝑣/2にする必要がある． 
４． 受信された信号はネットワークアナライザにて取り込むネットワークアナライザは
受信側で直交検波を行うため，ネットワークアナライザの出力周波数から IF バンドの
幅 10Hzでのみ取り込み，ドップラ成分以外の周波数成分を除去することが可能となる． 
 
3-3 使用機器 
 
実験で使用した機器を以下に示す． 
Table 3-1 使用機器 1 
名称 メーカー名 型番 設定 
Network 
Analyzer 
ROHDE& 
SCHWARZ 
ZVL- Center：5GHz 
Span：8GHz 
Power：-8dBm 
IF Band Width：10Hz 
Number of points：151 
Modulation 
Oscillator 
NF WF1973 𝑓𝑣：114Hz 
Amplitude：1.5𝑉𝑝−𝑝 
Wave：Sine 
Phase：CH1=0°，CH2=88.5° 
Vibration 
Oscillator 
NF WF1948 𝑓𝑣/2：57Hz 
Amplitude：2.88𝑉𝑝−𝑝 
Wave：Sine 
Power 
Amplifier 
NF BP4610 CV-EXT：10 倍 
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Table 3-2 使用機器 2  
名称 メーカー名 型番 定格 
Power 
Amplifier1 
Mini-Circuits ZRON-8G+ Frequency：2000MHz～8000MHz 
Gain：20dB 
Quadrature 
Hybrid Coupler 
Marki 
microwave 
QH-0R714 Frequency Range：0.7～14.5GHz 
Insertion Loss：-3dB 
Mixer Marki 
microwave 
M1-0008 LO/RF：0.01～8GHz 
IF：DC～2GHz 
Combiner Mini-Circuits ZFRSC-123+ Frequency Range：DC～10GHz 
Termination Mini-Circuits ANNE-50+ Impedance：50Ω 
Frequency：DC～18GHz 
Power 
Amplifier2 
Mini-Circuits ZVA-183+ Frequency：700MHz～18GHz 
Gain：26dB 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
14 
 
4 章 励磁コイル 
 
 本章では，加振レーダ計測に用いる励磁コイルについて述べる． 
 
4-1 励磁コイル 
 
 励磁コイルとは，強磁性体である電磁鋼板でできた鉄心(以降コアと呼称する)などに励磁
巻線を施し，交流電流をコイルに印加することで交番磁界を発生させ，鉄筋などの磁性体を
磁気吸引力で加振するコイルを指す．本報告ではこの磁気吸引力を加振力と呼称する．ここ
で透磁率が𝜇0の空間から磁束密度𝐵 T が，透磁率𝜇1の磁性体の鉛直線から𝜃で作用した場合，
作用面積を A [m2] とし，磁束が均一であるとすれば，この 2 媒体間に作用する力𝐹 [N]は，
マクスウェル応力より 4-1 式が得られる．
 
            𝐹 =
𝜇0−𝜇1
2𝜇0𝜇1
𝐵2 cos2 𝜃 (1 +
𝜇1
𝜇0
tan2 𝜃)𝐴            [𝑁]                   (4 − 1) 
 
ここで，コイルで発生する磁束はほぼ鉄筋表面を鉛直に貫くため 𝜃 = 0 と仮定でき，鉄筋は
強磁性体であるため，𝜇0 ≪ 𝜇1となるしたがって式 4-1 式は以下のように表される． 
 
                   𝐹 =
1
2𝜇0
𝐵2𝐴          [𝑁]                                                              (4 − 2)     
 
また正弦電流を励磁巻き線に印加するため，印加電流を𝐼，コイルの巻数を𝑛，励磁コイル
の透磁率を𝜇とすると，励磁コイルで生じる磁束密度𝐵は最大磁束密度を𝐵𝑚とすると，𝐵 =
𝜇𝑛𝐼sin𝜔𝑡 = 𝐵𝑚sin𝜔𝑡となるしたがって加振力𝐹は 4-3 式で表される 
 
          𝐹 =
1
2𝜇0
𝜇2𝑛2𝐼2𝐴sin2𝜔𝑡 =
1
2𝜇0
𝐵𝑚
2 𝐴sin2𝜔𝑡         [𝑁]                        (4 − 3)   
 
したがって加振力𝐹は Fig. 4-1 に示すような，印加電流 𝐼 によって発生した磁束密度B 
の 2 倍の周波数で発生し，最大値と零との交互の値をとる 3)． 
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4-2 FEM 磁界シミュレーション 
 
既存装置を用いた加振レーダ法では，鉄筋腐食評価を対象とし，かぶり 7 cm 程度までの
鉄筋の測定を行ってきたが，加振レーダ法を上面増厚工法後の既設床版の水平ひび割れ検
知に適用するには計測対象はかぶり十数 cm と深くなる．したがって，励磁コイルはかぶり
15 cm 程度までの鉄筋を正弦加振できることが求められる．そのため，励磁コイルから離れ
た鉄筋に対して十分な加振力を与えるような，コア素材，コア形状，コイルの設計が求めら
れる．また，相反する要素として，計測の容易性を確保するために軽量化も必要である．そ
こで，新しい非破壊検査手法である加振レーダ法をより深い鉄筋かぶりに適用するため，
FEM 磁界シミュレーションを基に励磁コイルの形状の最適化を行った． 
 
4-2-1 シミュレーション概要 
 
PHOTON 社の動磁場解析ソフト「EDDY」を用いて有限要素法の三次元磁界シミュレーシ
ョンを行いコイルによる鉄筋への加振力を算出した．Fig. 4-2 に解析モデルの概要およびメ
ッシュ配置を示す計算時間の短縮のため Fig. 4-3，4-4 に示すような 1/2 モデルを，それぞれ
作成し，対称境界条件を与えて解析を行った．コイル部付近はメッシュを密にし，空間の漏
れ磁束を考慮するため，十分な空気層を粗いメッシュで設定した．尚，加振力を算出する上
で，鉄筋付近とコイル付近の空気領域を分けて解析することで正確な加振力が得られるこ
とが知られており，空気層 1，2 と分けて解析を行った． 
 
Fig. 4-1 加振力 
B
t
t
F
π 2π
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Fig. 4-2 解析モデル全体図 
 
 
Fig. 4-3 従来型コイル解析モデル 
 
Fig. 4-4 コイルと鉄筋部のメッシュ 
17 
 
4-2-2 解析パラメータ 
 
解析では Fig. 4-5 に示すような形状パラメータを基本とし，かぶり(コンクリートの探査
面から鉄筋への最短距離)，コアの寸法・形状，などを変更し最適なコイルの形状を検討し
た．鉄筋は長さ 40 cm，直径 16 mm (D16 鉄筋)を仮定し，印加電流を 57 Hz の正弦波に固定
して行った．鉄筋とコアにはそれぞれ Fig. 4-4 に示す，ss400 鋼と 35H360 鋼の磁化曲線を入
力し，鉄筋には渦電流を考慮するために電気伝導率6.48 × 106 S/m として解析を行った．ま
た，起磁力(コイルの巻数×印加電流 A・T)を変更し，磁束飽和の度合いも解析した． 
 
4-2-3 シミュレーション上の加振力 
 
シミュレーションでの加振力は節点力法により算出した．Fig. 4-6，4-7 に示す，鉄筋要素
上の各節点の節点力の Y 軸方向のみを鉄筋部全体で合計したものを加振力𝐹𝑦とし，Fig. 4-8
左図のような波形を得る．励磁コイルへの印加電流の周期の 1/2 の周期で鉄筋の吸引力がピ
ークとなるので，本論文でのシミュレーションでの加振力は Fig. 4-8 右図のように半周ごと
のピーク振幅の平均値とした 
 
Fig. 4-5 鉄筋とコイルの B-H 曲線 
0.0
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Fig. 4-6  Y 軸方向の加振力分布 
 
Fig. 4-7 解析モデル例 
 
              
(左図：加振力の生波形例  右図：加振力の算出方法) 
Fig. 4-8 加振力の定義 
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4-2-4 フォースゲージでの加振力測定 
 
 Fig. 4-3 に示した励磁コイルモデルと同じ寸法，形状，素材の励磁コイルを使用し，シミ
ュレーションで算出した加振力と，フォースゲージを用いて加振力を計測し比較した．加振
力の計測は，Fig. 4-9 に示す構成で計測を行った．フォースゲージでの加振力は Fig. 4-10 に
示すような，取得波形の P-P 値とし，波形をフーリエ変換を行い印過電流 57 Hz の 2 倍の周
波数 114 Hz の加振力であることを確認しながら計測を行った．なお，フォースゲージはア
クチュエータに固定し，フォースゲージに接続している鉄筋とコイルの距離を変えること
で，かぶり別の加振力，印加電流を変更することで印加電流別の加振力を測定した． 
     
(左図：加振力計測システム構成  右図：計測の様子) 
Fig. 4-9 加振力測定実験 
 
(左図：加振力生波形  右図：周波数特性) 
Fig. 4-10 加振力波形 
PC
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Vibration
Oscillar
NF WF1948
Vibration
Oscillar
NF WF1948
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共振回路
PA
NF BP4610鉄筋
励磁コイル
フォースゲージ
IMADA ZTS-50N-AN
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4-2-5 シミュレーションの妥当性 
 
4-2-4 節の方法で得た加振力と，シミュレーションで得た加振力を比較することで，シミ
ュレーションでの加振力の妥当性を評価した．評価には，かぶり，印加電流をパラメータと
し，両者の加振力の比較を行った．但し，印加電流別加振力はかぶり 4 cm で解析，計測を
行った解析により得た，加振力の印可電流依存性を Fig. 4-11 ，かぶり依存性を Fig. 4-12 に
示す(ただし両図とも縦軸は対数表示)． 
Fig. 4-11 より，フォースゲージ計測と，シミュレーションの加振力は電流が増えるに連れ
 
Fig. 4-11 加振力の印加電流依存性 
 
Fig. 4-12 加振力のかぶり依存性 
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てほぼ同じ比率で増加していることがわかる．式(4-3)より，加振力は電流の自乗倍で増加す
ると予想していたが，この電流範囲ではほぼ比例関係に近い変化となった．また，実験値の
加振力がシミュレーション結果より同じ比率で大きくなる結果を得た．この要因は，フォー
スゲージで鉄筋をコイルの上に吊るしてある状態であるため，加振力によって，微小ながら
コイルに近づくため加振力が増加しているものと考えられる．また，Fig. 4-12 から，加振力
はかぶりが増えるに従って指数関数的に加振力が減少することがわかり，実験値とも一致
した．以上より，実測とシミュレーションでの加振力は，相対的変化がよく一致しており，
以降，より加振力を得られる性能を持った励磁コイルの寸法，形状を検討するために，シミ
ュレーションを用いて励磁コイルの最適化を行った． 
 
4-3 シミュレーションによる励磁コイルの最適化解析 
 
以上を踏まえ，磁界シミュレーションによって，本手法においての最適な励磁コイルの検
討を，コアの各種寸法や形状を変更して，ぞれぞれの加振力を比較し最適な励磁コイルの設
計方針を検討した．また巻線を施した箇所で発生する磁力を印過電流×巻線 A・T と定義
し，以下起磁力とした．以下に寸法，形状を変更したコアに，それぞれの起磁力による加振
力の結果を示す． 
 
4-3-1 コア厚み依存性 
 
実際にコアを製作する際に最も変更しやすいパラメータである励磁コイルの厚みをパラ
メータとして解析を行った．Fig. 4-13 に解析したモデルを示す． 
それぞれのモデルは厚みを 6， 8， 12 cm と設定し，鉄筋かぶりは 4 cm と固定して解析
を行った起磁力は 5000，10000，20000，30000 A・T とした．解析結果である加振力のコア
厚み依存性を Fig. 4-14，結果をまとめたものを Table 4-1 に示す． 
 
 
Fig. 4-13 解析モデル 
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Fig. 4-14 より，厚みを増やすことで，加振力が増加する傾向が見られる厚みが 6 cm の場合
では，起磁力が低いときに比べ，高いときはその上昇率が低下しており，磁気飽和がおきて
いることがわかる．また，厚みを増やすことにより，磁気飽和する限界起磁力が高くなるこ
ともわかる．Table 4-1 より，起磁力を大きくした場合，厚みを 2 倍にすると加振力は最大
1.9 倍増加する結果となっており，厚みの増加は磁束の飽和の影響を回避することに有効で
あることがわかる. 
 
4-3-2 コア足間隔依存性 
 
次に，励磁コイルの両足部分の間隔を変更して解析を行った．解析モデルを Fig. 4-15 に
示すそれぞれのモデルの足間隔は 5， 8， 18 cm に設定し，鉄筋かぶりは 15 cm とした．ま
た，巻線部分は全モデル共通して幅 5 cm に設定した起磁力は 5000，10000，20000，30000 
 
Fig. 4-14 コア厚み依存性 
 
Table 4-1 コア厚み依存性結果まとめ 
 加振力 起磁部体積 [cm3] 推定重量 [kg]  
6 cm(基準) 1(20000AT) 240 7.2 
8 cm ↑約 1.3倍 320    ↑1.3 倍 9.6   ↑1.3 倍 
12 cm ↑約 1.9倍 480    ↑2.0 倍 14.4  ↑2.0 倍 
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A・T 別で，鉄筋にかかる加振力を解析した．解析結果を Fig. 4-16 に示す． 
Fig. 4-16 の結果をまとめたものを Table 4-2 に示す．かぶり 15 cm，D16 鉄筋において，コ
アの両足の間隔を 5 cm から 8 cm へと 1.6 倍にすると，起磁力 10000 A・T 以降で，加振力
が約 1.3 倍となったまた 5 cm から 18 cm へと 3.6 倍にすると約 1.8 倍の加振力を得られるこ
とがわかった．これは，コアの両足間の間隔を広げたことで磁束が両足間を直接伝わること
 
Fig. 4-15 解析モデル 
 
Fig. 4-16 コア足間隔依存性 
 
Table 4-2 コア足間隔依存性結果まとめ 
 加振力 起磁部体積 [cm3] 推定重量 [kg]  
5cm(基準) 1(20000AT) 250 7.2 
8cm ↑約 1.3倍 250  → 9.5   ↑1.3 倍 
18cm ↑約 1.8倍 250  → 10.9  ↑1.5 倍     
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なく，より鉄筋に到達したことにより，鉄筋がより磁化したことで加振力が増したと考えら
れる．以上より，コアの両足の間隔を広げることで加振力を増加させることができる． 
 
4-3-3 形状依存性 
 
 次に，コアの形状を変えて解析を行ったそれぞれのモデルを Fig. 4-17 に示す．モデル A
は従来の形状のコアであるモデル B はコアの角を丸くしたコイルである．磁束はコイルの
角に集中する特性があり，そこで磁束のロスが発生してしまう．これを回避するためにこ
の形状で解析を行ったモデル C は円弧状のトロイダル型のコアである．このモデルの特徴
はコイル部分をコア全体に施せる点であるシミュレーションソフトの制限として，円弧状
のモデルを作成する場合円柱の鉄筋を作成できないため，本解析では 1.6×1×40 cm の角柱
で鉄筋を模擬した解析結果を Fig. 4-18，Table 4-3 に示す． 
 
Fig. 4-17 解析モデル 
 
Fig. 4-18 形状依存性 
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Fig. 4-18 より，モデル A， B では角が丸いため，わずかながら B の方が加振力が増加し
た．また，モデル C の円弧状のコアが最も加振力が得られる結果となっている．この理由
として，コイルが巻かれている領域が他のモデルに比べて均等で，長く，磁束飽和が起きづ
らいことが考えられる． 
 以上，3 つの結果から，本手法で用いる励磁コイルに最適な形状は，巻線を多く施すこと
が容易なトロイダル形状であり，コアの両足間隔は可能な限り広げたほうが好ましいと考
えられる．  
Table 4-3 加振力の形状依存性結果まとめ  
 加振力 起磁部体積 [cm3] 推定重量 [kg]  
モデル A(基準) 1(20000AT) 250 6.5 
モデル B ↑約 1.1倍 250      → 6.1      ↓0.9 倍 
モデル C ↑約 1.6倍 1100    ↑4倍 10.3    ↑1.5 倍 
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5 章 新励磁コイル 
4 章のシミュレーション結果を基に，より加振力の得られるトロイダル形状の励磁コイル
を作成し，従来型のコイルと性能を加振力と加振レーダ計測を基に比較した． 
 
5-1 トロイダル励磁コイルの作成 
 
 シミュレーション結果により当てはまる，トランス用のコアを流用して，Fig. 5-1 に示す
ようなトロイダル形状の励磁コイルを作成した． 
また，新しい励磁コイルの作成にあたり，コアの素材をより透磁率の高い無方向性ケイ素
鋼の 360H350A から方向性ケイ素鋼である 27P110 を使用してトロイダル形状の励磁コイル
を作成した． 
 
5-1-1 励磁コイル作成方法 
 
 Fig. 5-1 に示す寸法のトランス用トロイダルコアを半分にカットし，並列に連結すること
でトロイダル型励磁コイルを作成した．コアには 1.6 mm 経の AIW 線(ポリアミドイミド銅
線 耐熱 200 ℃)を整列巻きで 770 回ほど巻線した． 
 
5-2 加振力比較実験 
 
従来型のコイルと，シミュレーションの結果を基に新しく作成したトロイダルコイルの
性能を加振力で比較した．また，加振力は 4-2-4 で示した手法で計測を行った． 
  
    
Fig. 5-1 試作したコイル 
CUT
200mm
125mm
60mm
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5-2-1 計測概要 
 
Fig. 5-2 と Table 5-2 に，比較した従来型と，
新たに作成したトロイダル形状の励磁コイルの
概要を示す．トロイダルコアのコアの幅は 4 
cm，足間隔は 12 cm，全長は 20cm である．ま
た，コアの奥行き方向の厚みは 12 cm とした．尚，素材は方向性ケイ素鋼板(27P110)を用い
ている．このコアに導体径 1.6 mm のエナメル線をコイル部分ができるだけ長くなるよう
770 巻した．比較に用いた従来型のコイルのサイズは Fig. 4-3 と同形状，，同素材のコの字型
コアであり，このコアに 1.3 mm のエナメル線を 500 巻している．したがって，．トロイダ
ルコアにはコの字型コアに比べ，1.4 倍の巻線比で巻線を施している．また，トロイダルコ
アではエナメル線の径が太くなっているが，これは巻線抵抗を減らすためである．また，加
振力は巻線数と電流値の乗算した値であるため，本計測のような，定電流で加振をしている
場合，エナメル線の径による加振力の変化はない．これらの励磁コイルに直列共振回路を介
して周波数は 57 Hz ，10 Arms の電流を印加し，加振力を計測した．なお，鉄筋は D16 を使
使用した． 計測結果を以降に示す． 
 
 
図-8 試作したコアの概要 
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5-2-2 計測結果 
 
両コイルの加振力のかぶり依存性の結果を Fig. 5-3 に示す． 
従来型のコイルに比べ，開発したコアは巻線比 1.4 倍に対して，かぶり 4 cm では 1.5 倍，9 
cm では 2.5 倍の加振力が得られ，かぶりが深いほど高い改善度が得られた．これはコアの
形状の違いや，足間隔とコアの厚みの増加が影響していると考えられる． 
 
(左図：従来型コイル  右図：トロイダルコイル) 
Fig. 5-2 加振力比較実験結果 
 
Table 5-2 コイル特性 
 従来型コイル トロイダル型コイル 
巻き数 500 770 
リアクタンス 111 mH 235 mH 
巻線種類 AIW 1.3 mm AIW 1.6 mm 
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5-3  振動変位比較実験 
 
前節では，シミュレーション結果をもとに作成したトロイダルコイルと従来型コイルを
加振力をもとに性能評価を行ったが，本節では実際に加振レーダ法を行い両コイルの性能
を振動変位をもとに評価を行った．以下に結果を示す． 
 
5-3-1 計測概要 
 
Fig. 5-4 に示す，中空のコンクリート供試体を使用し，両コイルで得られる振動変位の大
きさを比較した．また，振動対象である鉄筋は中空の部分に配置しており，計測面を変える
ことでかぶりの違う状態での評価も行った． 
サイズは 15 cm×15 cm×40 cm であり，内部に内径 35 mm のポリエチレン製シース管を配
し，空洞を設けている．空洞内には直径 23 mm の丸鋼をシース管中央に拘束の全くない状
態で配置したものと，モルタルを充填し，完全に拘束された 2 種類の供試体とした，．ひび
割れのある RC なお尚，鉄筋までのかぶりは，4 cm，6.5 cm の 2 種類とした．計測の様子を
Fig. 5-5 に示す．本手法により，加振レーダ計測をベースとした振動変位をパラメータとし
た性能評価を行った．  
 
(a)トロイダルコイル    (b)従来コイル 
図-11 加振レーダ計測の波形例 
（かぶり 4cm，モルタル充填無し） 
無変調成分
ドップラ成分
 
  
Fig. 5-3 加振力比較実験結果 
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5-3-2 計測結果 
 
Fig. 5-6 にモルタル充填なし，計測面 1(かぶり 4 cm)の供試体における加振レーダ波形の
例を示す．Fig. 5-6 左図，右図はそれぞれ，トロイダルコイル，従来コイルを用いた結果で
あり，コイルへの印加電流は 10 A である．Fig. 5-6 より 4 cm あたりのピークが鉄筋からの
反射波であり，両者ともに比較的，良好な SN 比で鉄筋の反射波が測定されている．この鉄
筋反射の振幅を用いて，振動変位を推定した結果を Fig. 5-7 に示す．ただし，本計測でのコ
ンクリート中の電磁波の伝搬速度は，コンクリートの誘電率を 9 と仮定し，𝑣 = 1.0 ×
108 m/s とした．図よりかぶり 4 cm，6.5 cm ともに，コイルの加振力が増加した影響によ
り，従来コイルよりトロイダルコイルの振動変位が大きくなっていることがわかる．充填有
りの場合は 30 %程度の振動変位の増加にとどまっているが，充填無しの場合は 2 倍以上振
動変位が上昇しており，かぶり 6.5 cm では 2.4 倍の振動変位が得られた．今回の実験は鉄筋
   
(左図：供試体寸法 右図：計測に使用した供試体) 
Fig. 5-4 供試体概要 
     
(左図：従来型コイル 右図：トロイダル型コイル) 
Fig. 5-5 計測の様子 
計測面１
樹脂シース
内部モルタル充填
有・無し
かぶり4cm
かぶり
6.5cm
15cm
15cm
40cm
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の拘束がない場合であり，鉄筋の拘束の弱まった水平ひび割れのある鉄筋部位でも同様に
振動変位の増加が期待される． 
 
 
6 章 計測実験 
 
本章では，水平ひび割れへの加振レーダ法を適用した結果を示す． 
 
(左図：従来型コイル  右図：トロイダル型コイル) 
Fig. 5-6 加振レーダ波形例 
 
Fig. 5-7 振動変位 
 
 
計測波形例
ー 直流成分
ー ドップラ成分
鉄筋位置
ー 直流成分
ー ドップラ成分
鉄筋位置
(a)健全状態 (b)ひび割れ状態
充填あり 充填なし 充填あり 充填なし
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6-1 マイグレーションの原理 
本論文で対象とするような水平ひび割れ中の鉄筋を計測対象とする場合，不要反射波（ひ
び割れ等）の干渉により所望波（鉄筋）のピーク振幅を正しく抽出できず，2-5 式の振動変
位は不正確となってしまう．一般に RC レーダでは孤立した物体の直上を移動しながら取得
した波形を取得位置順に並べた場合，その反射波の到達時刻は Fig. 6-1 のように放物線状の
プロファイルを示し，スキャン方向の空間分解能は悪い．そこで，本報告では時間シフトし
たレーダ波形を重ね合わせるキルヒホッフマイグレーション法 4)と呼ぶ合成開口処理を用
いる．送受一体型レーダ波形の時間軸は，𝑣/2を乗じてアンテナから反射体までの距離 𝑙 の
関数とみなせる．このとき，ある距離 𝑙 に現れる波は，アンテナを中心とする半径 𝑙 の球面
上の任意の点から到来したことを示す．その波源位置を推定するため，仮想波源(𝑥，𝑧)を仮
定すると，𝑛番目のアンテナ位置(𝑥𝑛，0)から仮想波源までの距離 𝑅 は式(6-1)で表される． 
 
𝑅(𝑥𝑛，𝑥，𝑧) = √(𝑥𝑛 − 𝑥)2 + 𝑧2        (6-1) 
光速を𝑐 ，比誘電率を 𝜀𝑟 とすれば，媒質の伝搬速度は 𝑣 = 𝑐/√𝜀𝑟  であり，アンテナ位置
 (𝑥𝑛，0) で得られた受信波形を 𝑔(𝑥𝑛，𝑡) と表記すると，ある仮想波源(𝑥，𝑧)から各アンテ
ナ位置に到来した波の振幅は 𝑔(𝑥𝑛，2𝑅/𝑣) に表れる．したがって，Fig. 6-2 のようにアンテ
ナ位置を中心に距離𝑅の同心円状に波形振幅 𝑔(𝑥𝑛，2𝑅/𝑣) を分布させ，すべてのアンテナ位
置についてこの操作を足し合わせれば，真の反射点では同一位相の波が足し合わされ評価
関数値は成長する．一方，それ以外の場所では，位相がランダムに足し合わされることから
評価関数値は低いままとなる．無変調成分とドップラ成分に対応したイメージング画像
?̇?0(𝑥，𝑧)，?̇?+(𝑥，𝑧)は式 6-2，6-3 で表される． 
 
?̇?0(𝑥，𝑧) = ∑
d
d𝑡
𝑔0̇(𝑥𝑛，2𝑅(𝑥𝑛，𝑥，𝑧) 𝑣⁄ )𝑁𝑛=1    (6-2) 
 
?̇?+(𝑥，𝑧) = ∑ 𝑔+̇(𝑥𝑛，2𝑅(𝑥𝑛，𝑥，𝑧) 𝑣⁄ )𝑁𝑛=1     (6-3) 
 
本処理は反射波の振幅情報も保存されていることから，真の反射体位置(𝑥𝑟，𝑧𝑟)での鉄筋の
反射振幅を用いて，式(6-4)により鉄筋の振動変位が得られる．これが，イメージングベース
の鉄筋振動変位推定アルゴリズムである． 
 
    𝛿(𝑥𝑟，𝑧𝑟) = 𝑣|?̇?+(𝑥𝑟，𝑧𝑟)/?̇?0(𝑥𝑟，𝑧𝑟)|       (6-4) 
33 
 
 
  
6-2 移動計測装置 
 
マイグレーション処理を行うために，励磁コイルとアンテナからなる，加振レーダ装置を
移動させる移動計測装置を作成した．Fig. 6-3 に装置を示し，使用機器を Table 6-1 に示す． 
加振レーダ装置を移動させるために，アクチュエータの可動部に金属ワイヤを固定し，その
両端を装置に接続することで，アクチュエータの動作に応じて装置を移動させる． 
 
Fig. 6-1 レーダプロファイルの取得 
 
 
Fig. 6-2 マイグレーション処理の概念 
#1 #2 #3
アンテナ位
置を中心に
同心円状に
受信振幅を
空間に分配
反射点位置の
振幅が成長
全ての受信波
形について同
様な処理を行
い積算
深
さ
水平位置
34 
 
 
 本移動計測装置により，従来の手動による計測を自動化することで効率的な計測を可能に
しかつ，正確な計測点間隔で計測を行うことができる．これは，後段のマイグレーション処
理を行うにあたり有用なレーダプロファイルを得ることができる． 
 
6-3 供試体概要 
 
使用した供試体の寸法は Fig. 6-4 に示すような，1000 mm×1000 mm，厚み 100 mm を基本
としており，125 mm 間隔に D16 鉄筋が縦横に配筋されている．この寸法の供試体に基本と
して水平ひび割れを模擬するため，厚み 1 mm のポリスチレンボードを縦筋直上に埋め込ん
だ供試体と，埋め込んでいない健全供試体を計測することで，水平ひび割れによる振動変位
の変化を計測する． 
まず，鉄筋かぶりが 43 mm と比較的浅く，水平ひび割れによる振動変位の増加が期待で
きる case1 供試体の計測を行った．ひび割れによる振動変位の変化を計測するために，ひび
割れを起こしていない case1-1 供試体(Fig. 6-6)と水平ひび割れを模擬するために，ポリエチ
レンボードを鉄筋の直上に埋設した case1-2 供試体(Fig. 6-7)を測定した．計測箇所はそれぞ
れの供試体で，Fig. 6-4 に示す２本の縦筋の４測線（#1～#4）を鉄筋に著効する方向にスキ
 
Fig. 6-3 移動計測装置 
 
Table 6-1 使用器具 
使用器具 メーカー名 型番 設定 
電源 ISO-TECH IPS4303 DC 24V 
コントローラ SUS XA-A3 AXIS1 
アクチュエータ SUS XA-50H-600 0.03mm 刻み 
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ャンして計測し，計 8 つの計測結果を得た．  
次に，かぶりの深い供試体への適用を検討するために，鉄筋かぶりが 80mm の case2 供試
体を同様に計測した．ひび割れの起こしていない case2-1 供試体(Fig. 6-9)，鉄筋直上にポリ
エチレンボードを埋設した case2-2 供試体(Fig. 6-10)，鉄筋の直上から 40mm の位置にポリ
エチレンボードを埋設した case2-3 供試体(Fig. 6-11)の計 3 体を同様な方法で計測した．な
お，case2 の供試体は#1，#2 の二箇所のみを計測し計 6 つの計測結果を得た．  
 
  
 
Fig. 6-4 計測領域 
 
Fig. 6-5 供試体側面 
 
 
スキャン方向
励磁コイル
中心拡大図
アンテナ
水平ひび割れ
(供試体側面)
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Fig. 6-6 case1-1 供試体 
 
 
Fig. 6-7 case1-2 供試体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
D16 D16 
D16 
57 43 62.5 62.5 7＠125= 875 
100 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
スチレンボード  
D16 D16 
D16 
57 43 62.5 62.5 7＠125= 875 
100 
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Fig. 6-8 case2-1 供試体 
 
Fig. 6-9 case2-2 供試体 
 
Fig. 6-10 case2-3 供試体 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
D16 D16 
D16 
70 80 62.5 62.5 7＠125= 875 
150 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
D16 D16 
D16 
70 80 62.5 62.5 7＠125= 875 
150 
スチレンボード  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
40 40 
スチレンボード  
D16 D16 
D16 
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6-4 計測概要 
 
ボウタイスロットアンテナをコイル両足の中心部に給電店間隔 50 mm で配置し，コンク
リート表面に押し付けながら移動計測を行った．加振時の印可電流は 8.5 A であり，周波数
は 52.2 Hz，鉄筋の振動周波数は 104.4 Hz である． 
振動変位の測定は Fig. 6-4 のかぶりの浅い縦筋のうち中央部の２本に対し，case1 では#1～#4
の計 4 領域を計測範囲とし，case2 では#1，#2 の 2 領域を計測した．また，アンテナのスキャ
ン方向は鉄筋に直交する方向とした．スキャン幅は 120 mm とし，スキャン間隔は 5 mm であ
る．また，励磁コイルの両足の中心部に配置しているボウタイスロットアンテナの給電点間隔
は 50 mm とし，コンクリート表面に密着させながら計測を行った．また，加振時の印過電流は
8.5 Arms，周波数は 52.2 Hz，鉄筋の振動周波数は 104.4 Hz である． Fig. 6-11 に加振レーダ計測
により得られた周波数特性の例を示す．無変調，ドップラ成分とも広帯域な信号であり，ドッ
プラ成分は約 50 dB 小さい信号となる．また，2 GHz 以下はダウンコンバータの影響により信
頼性の低いデータであるため，入力パルス波形に相当する 5～7 GHz 付近に帯域を有するバン
ドパス状のフィルタを適用し，逆フーリエ変換によりレーダ波形を得る．なお，イメージング
処理に用いた誘電率は 7 とした． 
 
6-5 計測結果 
  
それぞれの供試体での移動計測によるレーダプロファイル，イメージング処理後の画像と
それを基に算出した各計測点での振動変位の結果を示す． 
 
 
Fig. 6-11 周波数特性 
 
 
39 
 
6-5-1 case1 計測結果 
 
 case1 供試体の#1～#4 のレーダプロファイルとイメージング後の画像をそれぞれ Fig. 6-
12～ 6-19 に示す．また，各点でのイメージング後の画像を基に算出した振動変位を Fig. 6- 
20 に示す． 
 
Fig. 6-12  #1 計測結果(case1-1) 
 
Fig. 6-13  #2 計測結果(case1-1) 
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Fig. 6-14  #3 計測結果(case1-1) 
 
Fig. 6-15  #4 計測結果(case1-1) 
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Fig. 6-16  #1 計測結果(case1-2) 
 
Fig. 6-17 #2 計測結果(case1-2) 
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Fig. 6-18  #3 計測結果(case1-2) 
 
Fig. 6-19  #4 計測結果(case1-2) 
 
43 
 
 case1 シリーズを通して，鉄筋かぶり 43 mm に相当する伝搬時間である 0.7 ns 付近に鉄筋
の反射応答とおぼしき放物線状のプロファイルを，直流及びドップラ成分に対しても得る
ことができている．また，case1-1 と case1-2 のプロファイルを比較してもレーダプロファイ
ルからは水平ひび割れの有無は判断できず，特段ひび割れによる不要反射波等の影響は見
られなかった．ただし，case1-2 の#3，#4 の画像の乱れに関しては，ひび割れの影響による
可能性はあるが，これからもひび割れの有無の評価をすることは困難であると考えられる． 
次にイメージング結果に関しては，鉄筋位置である 40 mm あたりに孤立した鉄筋反射に
対応する応答を得られており，レーダプロファイルと比較して鉄筋のイメージを明瞭に確
認することができる．また，不明瞭な反射応答であった case1-2 の#3#4 も孤立した鉄筋のイ
メージを得ることができた．しかしながら，イメージング後の画像からも，水平ひび割れの
有無を判断することはできない． 
次にイメージングの画像を基に算出した振動変位では，case1-1 の平均が 4.7 m に対して
case1-2 は平均 6.1 m と約 30％程度振動変位が増加する結果となった．振動変位増加の要
因は鉄筋直上に弾性係数の低いポリエチレンボードが埋設されているために鉄筋が振動し
やすくなったためと予想される．また，それぞれのケースでの振動変位の標準偏差は 5 %，
10 %程度となっており，振動変位の増加率と比較しても十分小さい．したがって，本手法に
より case1 の供試体においてはひび割れによる有意な振動変位の増加を観測することがで
きたと考えられる． 
 
6-5-2 case2 計測結果 
 
 Case2 供試体の#1～#2 のレーダプロファイルとイメージング後の画像をそれぞれ Fig. 6-21
～ 6-26 に示す．また，各点でのイメージング後の画像を基に算出した振動変位を Fig. 6-27
に示す． 
 
Fig. 6-20 case1 振動変位 
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Fig. 6-21  #1 計測結果(case2-1) 
 
Fig. 6-22  #2 計測結果(case2-1) 
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Fig. 6-23  #1 計測結果(case2-2) 
 
Fig. 6-24  #2 計測結果(case2-2) 
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Fig. 6-25  #1 計測結果(case2-3) 
 
Fig. 6-26  #2 計測結果(case2-3) 
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case2 でのレーダプロファイルは直流成分に関しては，鉄筋位置に相当する 1.4 ns 付近に
反射応答を確認することができるが，case1 と比べると不明瞭な結果となっているものもあ
る．また，ドップラ成分に関してはほとんどのプロファイルで明瞭な放物線状の鉄筋反射を
確認することはできなかった．これは，直流成分に対してドップラ成分は 50 dB ほど小さい
信号であるため，かぶりが深くなったことで更に信号が小さくなり，ノイズレベルに達しつ
つあるためと考えられる． 
次にイメージング後の画像であるが，直流成分に関しては概ね鉄筋位置である 80mm 付
近に孤立した鉄筋反射を確認することができる．対してドップラ成分は，レーダプロファイ
ルと比較すると鉄筋反射と思われる応答が現れているが，不要反射波に埋もれつつあり，振
動変位の信頼度は低いものと予想される． 
イメージング後の画像を基にした振動変位に関しては，水平ひび割れを起こしている供
試体(case2-2，2-3)の振動変位がひび割れのない case2-1 に対して振動変位が小さくなる結果
となった．これは，ドップラ成分の S/N が不要反射波や，ノイズの影響により低下したため
と思われる． 
以上より，かぶり 8 cm の供試体での振動変位の推定は現システムでは困難であると考え
られ，今後，さらなる加振力の増加を検討していく必要がある． 
 
6-6 水平ひび割れによる振動変位増加の要因 
 
上記の結果より，かぶり 4 cm 程度の供試体であれば，水平ひび割れの影響で振動変位が
健全な状態に比べて，40 %程度増加する結果を得た．これは，鉄筋直上に弾性係数の低いポ
リエチレンボードが埋設されている影響で鉄筋が振動しやすくなっていることが要因であ
 
Fig. 6-27  case2 振動変位 
48 
 
ると予想される．また，他の要因として，コンクリートと鉄筋の付着の影響も振動変位増加
に影響していると考えられる．先行研究では，鉄筋を電食させながら振動変位を計測し，鉄
筋腐食により，振動変位が最大 4 倍程度に増加する結果もある．この要因は，鉄筋周りの腐
食生成物によって，コンクリートを内部から膨張させること力が働き，鉄筋とコンクリート
の付着が減少したことが考えられる．この予想から，水平ひび割れに関しても，この要因が
振動変位増加に影響していると考えられる． 
したがって，本実験ではどのような条件で振動変位が増加するのかをひび割れを模擬し
た供試体を作成し，水平ひび割れによる劣化を徐々に模擬し，振動変位の増加の要因の一端
を解明することを目的としている． 
 
6-7 供試体概要 
 
 水平ひび割れによる振動変位増加の要因を探るために，Fig. 6-28 に示すような４状態の供
試体を作成した．供試体の寸法は 15×18×10 cmで鉄筋かぶりは 4 cmと共通して設定した．
それぞれの供試体の詳細をいかに示す． 
 
供試体 A(Fig. 6-29) 
 健全な供試体を模擬したもの．ひび割れ等はなく，劣化を起こしていない供試体． 
 
供試体 B(Fig. 6-30) 
 水平ひび割れを模擬するために鉄筋の位置に剥離剤を染み込ませた麻をコンクリートの
間に塗布した供試体．Fig. 6-30 の右図より，供試体側面にひび割れが起きているのを目視で
きる．状態としては，水平ひび割れを起こしているが，依然としてコンクリート同士は密着
しており，振動対象である鉄筋には高い拘束力が働いている状態． 
 
供試体 C(Fig. 6-31) 
 供試体 B を水平ひび割れ位置から割ったもの．計測時は，割ったものを再度かぶせて計測
を行った．状態としてはコンクリート同士の付着は切れているが，鉄筋は，二分割となった
コンクリートの上面に付着している状態． 
 
供試体 D(Fig. 6-32) 
 供試体 C から更に鉄筋の付着を剥がした状態の供試体．ひび割れとともに鉄筋がコンクリ
ートから剥離して著しく劣化している状態． 
 
 以上 4 状態の供試体の振動変位を計測することで，どの状態の供試体で振動変位が増加す
るか検証した． 
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Fig. 6-28 供試体概要 
 
 
Fig. 6-29 供試体 A 
 
 
Fig. 6-30 供試体 B 
健全 ひび割れ密着 ひび割れ剥離
ひび割れ剥離
鉄筋剥離
A B C D
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6-8 実験概要 
 
Fig. 6-33 に示すようなスキャン機構を用い Fig. 6-34 のように，それぞれの供試体を，鉄
筋中心から±50 mm の計 100 mm を 5 mm 間隔で移動計測を行い，直流及びドップラ成分の
レーダプロファイルからイメージング処理を行い，振動変位を算出した．なお，印過電流は
9.9 Arms，加振周波数は 52.3 Hz，鉄筋の振動周波数は 104.6 Hz とした． 
 
   
Fig. 6-31 供試体 C 
 
 
Fig. 6-32 供試体 D 
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 Fig. 6-33 アクチュエータによるスキャン機構 
 
 
Fig. 6-34 計測の様子 
加振レーダ部
供試体
52 
 
6-9 実験結果 
 
 ぞれぞれの供試体の計測画像を Fig. 6-35～6-38 に示し，それをもとに算出した振動変位を
Fig. 6-39 に示す． 
 
 
Fig. 6-35  供試体 A 
 
Fig. 6-36  供試体 B 
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Fig. 6-37  供試体 C 
 
Fig. 6-38  供試体 D 
 
54 
 
  
それぞれのレーダプロファイルを比較すると，供試体 D 以外は 1 ns 付近に直流，ドップ
ラ成分ともに明瞭な鉄筋反射が確認できる．供試体 D に関しては，著しくひび割れが進展
している影響により，ひび割れ層で不要反射波が発生し，所望の波形と重なって観測されて
いると思われる． 
次にイメージング後の画像を見ると，概ね全ての供試体で鉄筋位置の 4 cm あたりに孤立
した鉄筋反射を確認することができる．したがって，明瞭な鉄筋反射を得ることができてい
ると考えられるため，後述の振動変位の信頼度も高いと考えられる． 
次に，イメージング画像から算出したそれぞれの供試体の振動変位を比較すると，供試体
A と B では振動変位の大きな変化は見られなかった．これは，供試体 B のようにひび割れ
が発生しているが，コンクリートと密着しているため，鉄筋の振動のしやすさがさほど変化
しなかったことが原因であると考えられる．したがって，現状，本手法では水平ひび割れが
起きていたとしても，コンクリートが密着状態にある場合は，振動変位によるひび割れの検
知は困難であると結論付けられる． 
 次に供試体 B と C を比較すると，供試体 C では，コンクリートを剥離させた影響で振動
変位が供試体 A と比べて 1.3 倍ほど増加する結果となった．これは，コンクリート同士の付
着が減少したため，鉄筋がより振動しやすくなったためと考えられる．しかしながら，依然
として鉄筋はコンクリートに付着している状態であるため，大きな振動変位の増加には至
らなかったものと考えられる．この結果から，水平ひび割れを起こしかつ，コンクリート同
 
Fig. 6-39  供試体別振動変位 
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士の付着が切れている状況であれば，振動変位によるひび割れの検知はできる可能性があ
る． 
次に供試体 C と D を比較すると，供試体 D では，鉄筋とコンクリートの付着をなくした
影響で供試体 A と比べて振動変位が 2.4 倍程度となった．これは，鉄筋とコンクリートの付
着が切れたことで，鉄筋の拘束力が弱まり，振動しやすくなったことが要因であると考えら
れる．この結果から，コンクリート同士の付着と，鉄筋とコンクリートの付着が同時に切れ
ていた場合には，振動変位の差から相対的に水平ひび割れを十分検知できると考えられる．
また，今までの計測の経験上，健全な供試体の振動変位は概ね数 m 程度であるため，これ
からも，著しくひび割れの劣化が激しい場合には絶対的にひび割れ部を検知ができる可能
性がある． 
 以上の結果から，振動変位の増加は，コンクリート同士の付着と，鉄筋とコンクリートの
付着度合いに大きく依存している結果となった． 
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7 章 結論 
 
7-1 結論 
 
本研究では，先行研究の加振レーダ法による水平ひび割れ検知を目的として，劣化 RC 床
版への適用を検討した．以下に各章でで得られた結果を述べる． 
 
1 章は序論であり，耐用年数を迎えつつある大量の RC 床版の水平ひび割れによる劣化が
問題となっていることを指摘した．そこで，加振レーダ法を水平ひび割れ検知に適用するこ
とを述べた． 
 
2 章では加振レーダ法の原理について述べた． 
 
3 章では加振レーダ法の計測方法や，システムの詳細，使用機器等を述べた． 
  
4 章では，加振レーダ法で用いる励磁コイルを最適化するために，FEM 磁界シミュレーシ
ョンを用いて解析した結果や，加振力の算出方法などを述べた．また，シミュレーション結
果の妥当性を検証するために，フォースゲージを用いた加振力測定を行い，比較し，両者の
値が同じ傾向であることを確認した． 
 
5 章では，4 章の結果をもとに開発した，トロイダル形状の励磁コイルの従来型コイルと比
較して性能評価を行った．結論，加振力ベースではかぶり 4 cm において 1.5 倍，9 cm では
2.5 倍となった．また，振動変位ベースでは，最大 2.4 倍となった． 
 
6 章では，水平ひび割れを模擬した供試体に加振レーダ法を適用した結果を述べた．正確
な振動変位算出を目的として，イメージング処理を行うことができる移動計測装置を開発
し，計測を行った．結果，かぶり 4 cm の供試体においては水平ひび割れの影響により振動
変位が 30 %程度増加する結果となった．しかしながらかぶり 8 cm の供試体では信頼性のあ
る計測ができず，水平ひび割れによって振動変位が増加する結果は得られなかった．また，
これらの結果を受けて振動変位増加の要因を，ひび割れの劣化度合いを変えた供試体を作
成し，劣化の種類と，振動変位の増加の相関関係を得た，結果としては，水平ひび割れを起
こしていたとしても，コンクリート同士が密着している状態では振動変位は変化せず，鉄筋
とコンクリートの付着に大きく依存している結果となった． 
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7-2 今後の課題 
 
今後の課題を以下に示す． 
 
(1)励磁コイルのさらなる強化 
本研究では，加振力をより得られる最適な励磁コイルの設計方針を得て，新しくトロイダ
ル形状のコアを開発し，従来型よりも大きな加振力で計測を行えるシステムを構築するこ
とができた．しかしながら，当初の目標であるかぶり 15 cm 程度までの加振レーダ計測が行
える励磁コイルの開発には至らなかった．これは，励磁コイルに使用する電磁鋼板の入手性
が悪く，設計方針があっても，自由度の高いコアの作成が難しいことが挙げられる．今後は，
電磁石の専門業者等に協力を検討している．  
 
(2)定量的な水へひび割れによる劣化度合いと，振動変位の相関関係の導出 
6-6 節以降で水平ひび割れの度合いと，振動変位増加の関係を実験にて確かめたが，水平
ひび割れの度合いを定量的に判断できるわけではない．したがって，実構造物での本手法の
適用を考えた場合には，振動変位と劣化の度合いの定量的な相関関係を得ていなければ，実
用的ではない．今後は，ひび割れが容易にできるような供試体を作成し，水平ひび割れの発
生原因である輪荷重の繰り返しなどを供試体にかけ，劣化をさせながら加振レーダ計測を
行い，輪荷重の繰り返し回数と振動変位の相関関係などを得ることで，実用的な劣化度合い
の算出方法の確立を目指す． 
 
(3)計測システムの高速化 
本研究のシステムは，1 点の計測に約 2 分程度を要する．したがって，6-5 節の実験では
1 つの計測線で約 45 分程度かかる．現状では，実務で使うには計測時間が長すぎる状態で
ある．これを解決するには現状の周波数掃引型レーダではなく，パルスドップラレーダを開
発することで解決できる．この手法であれば 1 点約 1 秒程度で計測できることができるた
め，1側線 20秒程度で計測することができる．今後，検討を行う． 
  
(4)構造共振の利用 
本研究では，鉄筋の加振周波数を 50 Hz 程度，印過電流 10 A で行ったが，これ以上の印
過電流を用いるには，電源の容量を大きくすることが必要であり，システムが大型化してし
まう問題がある．また，発熱の問題もある．そこで，構造物の固有振動数に着目し，その振
動数で鉄筋を加振することができれば，同じ加振力でも，構造物自体が共振することで，よ
り顕著なドップラ成分を得られる可能性がある．一般的にコンクリート構造物の共振周波
数は数 kHz 程度であるため，これに対応したシステムに変更することで，よりかぶりの深
い鉄筋に対しても計測ができる可能性がある． 
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